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１．概   要 
 

①平成２１年度には、わが国を含む各国の景気刺激策の効果もあって景気回復の兆し

が見えはじめました。わが国の景気対策には地球温暖化の防止に資するものが多く

含まれており、低炭素社会構築に向けての本格的活動が開始された感があります。

燃焼時に二酸化炭素排出量の少ない LP ガスも、温暖化対策に貢献すべくその役割

を果たしていくことが求められています。 
 
②こうした中で、ＬＰガス業界では、より二酸化炭素発生量の少ない高効率ＬＰガス

機器の普及促進を図るとともに、低廉で安定的な供給体制の構築に向けて一層効率

的な経営を図るべく構造改善を推し進めています。消費者との信頼関係の確立が不

可欠であることから、悪質な訪問販売等への対策である改正特定商取引法の施行に

併せ、消費者への周知活動や情報交換なども活発に行っています。また、エネルギ

ー供給構造高度化法が制定され、エネルギー供給事業者に一定の非化石エネルギー

源の利用が促されることとなったことから、この対応についても検討がなされてい

るところです。 
 
③財団法人エルピーガス振興センターでは、このようなＬＰガス事業者、消費者、行

政を取り巻く状況を踏まえ、３者の結束点としての役割を担うべく、前年度の事業

をベースにしつつ、新規事業を立ち上げる取り組みを進めて参りました。 
 
④この結果、受託事業として、「ＤＭＥ混合利用技術調査」、「石油ガス流通合理化調査」

及び「石油ガス流通実態調査」を前年度に引き続き国から受託し実施いたしました。 
 「石油ガス販売業経営実態調査」、「ＬＰガス自動車燃料用容器開発調査」及び「バ

イオマス混合ＬＰガス有効利用システム開発調査」は平成 21 年度に新たに国から

受託し実施いたしました。 
 また、ＪＯＧＭＥＣより「国家備蓄石油ガスの搬入･放出等に関する調査検討」を受

託し実施いたしました。 
 国からの補助事業としては「石油ガス国際交流事業」を継続して実施し、国際セミ

ナーを開催いたしました。 
 
⑤自主事業としては、当財団の事業成果を広く関係者に公表する「研究成果発表会」

を開催するとともに、機関誌等の制作や国際協力などの継続実施を通じて、当財団

事業の成果の積極的な広報を行いました。 

 



２．個別事業報告 
 
（１）技術開発事業 

１）ＤＭＥ混合燃料利用技術調査 

①ＤＭＥ混合燃料自然気化試験 

 ＤＭＥとＬＰガスを混合した３成分系燃料（ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ、ﾌﾞﾀﾝ、DME）について

自然気化試験を行い、繰返し充てんにより容器内に残留するＤＭＥの濃縮がな

いかを確認した。また、３成分系燃料の自然気化に関するガス組成推算プログ

ラムの改良を行い、パソコンによるシミュレーションの精度向上を図った。 

②ＤＭＥ混合燃料に関する今後の課題取りまとめ 

 ＤＭＥとＬＰガスとの混合燃料の消費機器及び供給機器に対する燃焼性、安

全性及び耐久性に関する調査結果（Ｈ１７年度～Ｈ２１年度にかけての一連の

ＤＭＥ関連調査）を踏まえ、法令面、技術面、インフラ面などについて、実用

化の課題を取りまとめた。 

 

２）バイオマス混合ＬＰガス有効利用システム開発調査 

 ＬＰガスを利用することで非化石エネルギーであるバイオマスの有効利用を

図るシステムの開発調査を行った。 

 本年度は、国内で稼動もしくは実証試験中のバイオマスプラントの現地調査な

どを行い、パイプライン方式及び液体燃料方式による２方式でのバイオマスエネ

ルギーの有効活用について調査検討を行った。 

 パイプライン方式については、必要となる設備の仕様や需給のマッチング方式

等の概要をまとめることができたことから、バイオメタンに補助・増熱用燃料と

してＬＰガスを混合することで、不安定で低熱量なため利用できなかったバイオ

メタンを有効利用できる見通しが得られた。 

 液体燃料方式に関する調査では、ＬＰガスに混合するバイオマスから合成され

る液体燃料としては、ＤＭＥのほかメタノールも有効である見通しが得られた。 

 

３）ＬＰガス自動車燃料用容器開発調査 
 ＬＰガス自動車の燃料用容器（容器付属品を含む）の再検査を車載のままで行

うことの可能性について調査を行った。 

 実際に使用された容器に対する試験･検査により、容器本体については、現状の

6年周期の再検査期間を延長できる可能性をもっているとの評価を得ることがで

きた。ただし、容器附属品については可否が判断できない事例が見られたことや

車載での検査を行える構造になっていないことが明らかとなった。 

 



 こうした結果を踏まえ、今後必要となる製造設計段階での基準のあり方につい

ての考え方を取りまとめた。 

 
（２）調査研究事業 

１）石油ガス流通実態調査 
 全国の卸売事業者（約 1,200 事業者）と充てん所（約 2,400 ヵ所）を対象にア

ンケート調査を実施し、地域別の流通コスト構造を明らかにするとともに、各地

域間の違いについて分析を行いコスト削減方策をまとめた。また、合理化の阻害

要因となっている事例についてケース別の分析を実施し、ＬＰガス関係事業者が

流通合理化を進めるための基礎となる資料を作成した。 
 

２）石油ガス販売業経営実態調査 
 全国の約 12,000 の販売事業者を対象にアンケート調査を行い、石油ガス販売事

業者の資本金や従業員数等の組織概要、売上高・売上原価等の販売状況や経営状

況、更には将来に向けての展望についての考え方を取りまとめた。 
 また、これらの各状況について経年比較分析を実施した。 
 

３）国家備蓄石油ガスの搬入･放出等に関する調査検討 
 石油ガスの備蓄の特性を踏まえた放出体制に関する調査検討及び地下基地にお

ける備蓄ガスの購入方法及び放出方法等に関する調査検討を行った。 
 石油ガスの備蓄の特性を踏まえた放出体制に関する調査検討については、「国家

備蓄石油ガス放出対応マニュアル（案）」を作成するとともに、他の国家備蓄製品

（食糧備蓄）および韓国・台湾の緊急放出対応の調査結果を踏まえた災害等国内

局所事態における放出体制のあり方を取りまとめた。 
 地下基地における備蓄ガスの購入方法及び放出方法等に関する調査検討につい

ては、ＬＰガス市場への影響を考慮した地下基地へのガス購入のあり方及び隣接

ＬＰガス基地を利用した地下基地からの放出能力の検討を行った。 
 

（３）普及啓発事業 
石油ガス流通合理化調査 

 石油ガスの取引環境の整備・向上を図り、石油ガス取引の適正化を確保し、石

油ガスの流通・取引に関する適切な情報の提供、安全･安心な利用の推進を図るた

めの周知と啓発を行った。 
１）講習会の実施 

 全国の消費者団体、地方自治体（消費生活専門相談員など含む）、事業者団

体等へ開催案内を送付し、各団体や消費者（小学生の参加も含む）の要請によ

 



り、石油ガス講習会を３７回実施した。 
 

２）情報普及活動の実施 
 啓発のための各種刊行物を作成し発行するとともに、ホームページに掲載し

て広く発信を行った。 
・「ＬＰガスのある暮らし」(2009 年第２号）平成 21 年 9 月 60 万部発行     

 － 高齢者の安全を支える“見守り隊”/ＬＰガスの料金はどうなっている

の？等 
・「ＬＰガスのある暮らし」（2010 年第 1 号）平成 22 年 3 月 70 万部発行 

 －「違法勧誘からあなたを守ります」/ＬＰガス料金の変動とそのしくみ 

等 
・「ＬＰガスガイド」 平成 22 年 3 月 ホームページ掲載版 

 － データ更新、掲載内容修正･追加等の校正 
 
３）石油ガス懇談会の実施 

 ＬＰガスの流通や取引等の諸問題について、販売事業者と消費者との信頼関

係をより一層醸成させるため、販売事業者、消費者、行政等の出席による液化

石油ガス懇談会を開催した。 
・地方懇談会 
平成２１年１０月、１１月にかけて、全国９ヶ所の地域（各経済産業局管轄

地域）毎に開催し、消費者に係るＬＰガスの課題等を中心に、各地域の消費

者代表等から出された課題･質疑等についての討議、意見交換を行った。 
 
（４）国際協力･交流事業 

１）石油ガス国際交流事業 
①国際セミナー開催 

 ＬＰガスに係る産ガス国、消費国、海運会社、調査機関、世界ＬＰガス協会

等の国内外１３社・機関よりＬＰガスの関係者を招へいし、第１５回目となる

「ＬＰガス国際セミナー２０１０」（平成２２年２月２５日・２６日 於：新

橋第一ホテル）を５００名近い参加を得て開催した。「転換期を迎える世界経

済の中での新たなＬＰＧの役割」をテーマとし、国内外の関係者による発表と

活発な質疑が行われ、世界のＬＰガス関係諸国との対話を促進した。 
②対話促進事業 

 今後の国際セミナー開催に繋げるため、海外のセミナー（ＤＭＥサミット/
中国、Ｐ＆Ｇアジアセミナー/シンガポール、ＷＬＰＧＡフォーラム/ブラジル、

トレードサミット/カタール）に参加し、海外ＬＰガス事情について情報収集す

 



 

るとともに、参加各国との対話を促進した。 
 

２）国際協力 
 世界ＬＰガス協会が開催する世界ＬＰガスフォーラム（平成２１年１０月７日

～９日、於リオ・デ・ジャネイロ）に参加するとともに、わが国のＬＰガス関係

者等に積極的な参加を要請した。 
 また、中国で開催されたＤＭＥサミットに参加し、ＬＰガス混合燃焼について

の技術的課題に関する講演を行った。 
 

（５）広報活動 
１）研究成果発表会の開催 

 第１９回研究成果発表会を平成２１年９月１５日に千代田区立内幸町ホール

において開催した。約１５０名の参加を得て、当財団の平成２０年度の技術開発

事業、調査研究事業を中心に、その成果を広くＬＰガス関係者に公表した。 
 

２）個別事業要約版の掲載・配布 
 当財団で実施した平成２０年度の技術開発・調査研究結果の要約版を作成し、

ホームページに掲載又は配布することで、会員及びＬＰガス関連団体等に公開し

普及啓発を図った。 
 
３）広報冊子の配布 

 当財団の最新の組織、事業、活動などの状況を紹介する「ＬＰＧＣ２００９－

２０１０」を制作し、賛助会員及びＬＰガス関連団体等に配布した。 
 

４）ＬＰＧＣレポートの配布 
 弊財団の事業状況などを取りまとめた「ＬＰＧＣレポート」を定期的に制作し、

賛助会員及びＬＰガス関連団体等に配布した。 
 

５）その他活動 
 当財団の組織、事業、活動などの状況についてホームページに掲載し、一般へ

の情報の公開を行った。 
 また、ＬＰガス関連団体の会合などに適時参加し、情報収集に努めると共に、

当財団事業の広報活動を行った。 
 




